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ベトナム通信 ～当社グループ現地スタッフによる最新情報～ 

＜情報提供資料＞ 

元来農業国であるベトナムでは、土地家屋には宗教的な意味合いも多くあり、住居は崇拝等

の精神的な活動にも結び付けられています。すなわちベトナムでは、家とは古くからある伝統的

な価値観が表現されるものです。住居としての使用の自由度が高いほか投資としての収益性も

狙えることから、ベトナム人の間では依然として、戸建ての需要が主流であり、当然人気も高くな

っています。ところが近年の経済の発展と急

速な都市化に伴い、特に主要な都市部で

の住宅需要が高まっています。資金的制約

がある中、土地価格は年々高騰しているた

め、都会暮らしを考えるベトナム人、特に若

い世代の人々は戸建て中心の従来の考え

方を改め、マンションを求める傾向に変化し

つつあります。 

 

この傾向を捉えて、不動産デベロッパーも、各所得層に適したマンションの建設・供給を進めてい

ます。そのため、特にハノイやホーチミンのような大都市では、マンション市場は量的にも質的にも

大きく発展しており、ユーティリティ、サービス、生活環境から交通利便性までを追求したものにな

っています。 

一般的に、マンションは 25∼45 歳のサラリーマンの間で人気が高い傾向にあります。購入資金

としては頭金（代金の 20-30％）を自己資金や家族・親戚等から借り受けで賄うのが通常で、

残金（70-80％）を 15∼25年のローンを組むケースが多く、この点は最近の日本と基本的に
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は同様だと言えそうですが、やや頭金の比重が高いように思えます。やはり条件的には 35 年借

り入れができる日本の方が買いやすいと言えそうです。 

日本の 1 世帯当たり人員は 2.33 人（平成 27 年国勢調査、総務省統計局）で、分譲マ

ンションの主流は 60-70 ㎡の３LDK といわれています。ベトナムでは１世帯あたり人員がやや

多く、2~４人の家族が主流です。(2019 年の国勢調査によると、１世帯あたり 2~４人の家

族が全体の 64.5%占めます）。そして都市部では 50-110 ㎡くらいのマンション（２LDK~

３LDK）に住むケースが多いです。ベトナムは世帯人員が多めなうえ、広大な敷地に大型のプ

ロジェクトでマンションを建てるため、日本より各戸の間取りはやや広くなっているようです。 

価格その他は以下をご覧下さい。 

http://www.capital-am.co.jp/asean/pdf/report_20190617.pdf 

住宅購入のタイミングは、 

⚫ 職場が変わった時 

⚫ 結婚・出産を機に、 

⚫ 生活環境を変えたい(もっと緑が欲しい、現況が手狭に感じる)時、 

⚫ 購入資金がたまった時、 

⚫ 裕福な家庭の場合、子供を大都市で教育を受けさせるため、 

⚫ 住宅購入の優遇措置が受けられる場合 

⚫ 投資目的（転売目的） 

というものが多く、この点でも日本とほとんど差がないように思えます。 
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日本では、駅近の物件がとにかく人気で価格にプレミアムがつき高くなりますが、日本ほど公共輸

送のインフラ整備が進んでいないベトナムでは、公共交通機関の利便性は住居選定上それほど

重要視されず、他の地理的要素が重要な役割を果たすケースが多くなっています。マンションとし

ては、接する道路面が広く使いやすく、買い物に便利なところ、病院、学校などを近隣にもつ開

発案件の注目が高く、価格が高くなります。また投資家の評判、建設請負業者の能力、内外

のユーティリティ、権利関係など、住宅の品質・性能に関する要素にも関心を持つベトナム人が

多いのが実態です。 

さらにベトナム人特有の住宅購入決定要素として挙げられるのは、いわゆる「風水」です。 住宅

購入者は、土地の歴史・地形、正面玄関の方向に注意を払い、「風水」が良いと考えられるマ

ンションを優先して選びます。 

2015～2020 年における不動産会社 17 社の外国人向け住宅販売戸数の推定値 
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2015 年 7 月 1 日から現行の住宅法（65/2014/QH13）が施行され、外国人非居住者

による住宅の購入が認められて以来、多くの外国人がベトナムでマンションを購入しています。建

設省とホーチミン不動産協会の統計によると、2015～2020 年の期間で、外国の個人および

団体が購入した住宅戸数は全国で 1万 4,800～1万 6,000戸と推定され、全国の住宅開

発戸数の 0.85％を占めました。このうち、ホーチミン市の物件が全体の約 80％を占めています。

また、同期間の全国の外国人向け販売戸数全体の 70～80％は大手不動産会社 17 社に

よって占められており、中でもトップ 5社だけで 1万 571戸に達しています。外国人が購入した

住宅の大部分は、サービスやユーティリティ、セキュリティ、交通の利便性が充実した高級案件で

す。 

やはりマンション＝大都市圏というのは当たり前の構造ですが、タワー型が主流なのは日本とは

大きな違いかもしれません。中国同様、資金のめどが立てば土地開発がしやすい社会主義国

ならではの開発速度だと思われます。 

現行の法令では、外国人が購入・所有できる物件は分譲マンション 1棟につき全戸数の 30％

まで、戸建て住宅が 1街区につき 250戸までと制限されています。ホーチミン市のラグジュアリー

マンションのプロジェクトには、外国人向けに販売できる 30％のユニット数上限まで売り切ったも

ナッシム ゲートウェイ・タオ・ディエン タオ・ディエン・パール 
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のもあります。ゲートウェイ・タオ・ディエン、ナッシム、タオ・ディエン・パールといったプロジェクトでは、

外国人は 50年間賃貸することが認められています（その間転貸しも認められます）。 

現在、（1）住宅法が少しずつ緩和されていること（2）外国人でも一定の条件を満たせば、

金融機関から住宅ローンを受けられること（3）海外からのベトナムへの FDI（海外直接投資）

が増え、移住してくる外国人専門家の住宅需要が増加していること（4）デベロッパーが高級マ

ンションを積極的に供給していること等の要因で、今後も国内の不動産市場で外国人による不

動産取引はさらに活発になると予想されています。 
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